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１.計画の概要 

（１）計画策定の趣旨 

成田市では、平成10年度を初年度とする女性施策の推進計画として「成田市女性行動計画」を

策定し、平成18年度からの「成田市男女共同参画計画」及び平成23年度からの「第２次成田市男

女共同参画計画」、平成28年度からの「第３次成田市男女共同参画計画」を策定し、男女共同参

画社会の実現に向けて全庁的に事業に取り組み、毎年の進捗状況を点検・評価してきました。 

第３次計画の計画期間が令和２年度末で終了したことを踏まえ、人口減少社会の本格化と働き

方・暮らし方の変革、市を取り巻く環境を的確にとらえ、令和３年度からの「第４次成田市男女

共同参画計画」を策定しました。 

 
 
 

（２）計画の期間 

この計画の期間は、令和３年度（2021 年度）から令和７年度（2025 年度）までの５年間と

します。 

 
令和３年度 

（2021 年度） 

令和４年度 

（2022 年度） 

令和５年度 

（2023 年度） 

令和６年度 

（2024 年度） 

令和７年度 

（2025 年度） 

国 第５次男女共同参画基本計画（施策の基本方向・具体的な取組） 

千
葉
県 

第５次千葉県男女共同参画計画（事業計画） 

成
田
市 

第４次成田市男女共同参画計画 
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２.基本目標 

基本理念を具現化するために、以下の５つの基本目標を掲げます。 

 

Ⅰ：あらゆる分野における女性の参画拡大のための機会づくり 

（女性活躍推進法に基づく推進計画を含む） 

急速な少子高齢化・人口減少の進展、価値観の多様化が進む中で活力のある持続可能

な社会を目指すために、あらゆる分野において政策・方針決定過程への女性の参画を拡

大するための施策を講じます。 

 

Ⅱ：あらゆるひとが仕事と家庭を両立できる環境づくり 

（女性活躍推進法に基づく推進計画を含む） 

働くことを希望するすべての人が、その能力を十分に発揮することができるよう、ライ

フステージや個別の事情等に対応した多様で柔軟な働き方の実現を図ります。 

 

Ⅲ：あらゆる暴力を許さない社会づくり（ＤＶ防止法に基づく基本計画を含む） 

性別に関わらず、暴力は犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であり、その予防と根

絶に向けた啓発を推進します。また、実際に被害が発生した際に、迅速かつ安全に被害者

が保護され、自立していくための支援を充実させます。 

 

Ⅳ：あらゆるひとが生涯を通じて安全・安心を実感できる地域づくり 

男女共同参画の視点に立ち、多様な困難を抱えるあらゆる人に対するきめ細かな支援の

拡充を進めます。 

大規模災害の発生に備え、男女共同参画の視点からの災害対応を進め、防災・復興に関

する施策方針決定の過程への女性の参画拡大を目指します。 

 

Ⅴ：あらゆるひとの人権を尊重する男女共同参画に向けた意識づくり 

人権を尊重する理念や、男女共同参画についての教育・学習機会の充実を進めます。 

また、社会における活動や個人の生き方が多様化する中で、お互いを尊重する意識改

革と理解の促進を図ります。 
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３.施策体系 

基本理念 基本目標 施策の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１ 政策・方針決定過程への女性の参画拡大 

２ 地域における男女共同参画の推進 

３ 市による先導的な男女共同参画の推進 

あ
ら
ゆ
る
ひ
と
が
自
分
ら
し
く
輝
き 

互
い
に
思
い
や
る
ま
ち 

成
田
を
め
ざ
し
て 

基本目標Ⅰ 
 
あらゆる分野における 
女性の参画拡大のための 
機会づくり 

基本目標Ⅱ 
 
あらゆるひとが仕事と家庭を 
両立できる環境づくり 

基本目標Ⅲ 
 
あらゆる暴力を許さない 
社会づくり 

基本目標Ⅳ 
 

 
 

基本目標Ⅴ 
 

 
 

１  

２ 女性のチャレンジ支援 

３ 雇用等における男女共同参画の推進 

１ あらゆる暴力の根絶のための意識啓発 

２ 暴力に関する相談体制の整備・強化 

３ 被害者の保護・自立支援 

１ 生涯を通じた男女の健康支援 

２ 誰もが安心して暮らせる環境整備 

３ 防災分野における男女共同参画の推進 

１ 男女共同参画に関する意識・理解の浸透 

２  

３ 多様性を尊重する意識づくり 

ＤＶ防止法に基づく基本計画を含む 

女性活躍推進法に基づく推進計画を含む 

女性活躍推進法に基づく推進計画を含む 
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４.実施状況調査結果の概要 

（１）調査の概要 

①目的 

第４次成田市男女共同参画計画の各施策の方向性ごとに掲げた各事業の実績を集約

し、計画の推進状況を明らかにするものです。 

 

②調査対象 

関係各課 

 

③調査項目 

事業名、担当課、令和３年度実績、実績に基づいた担当課評価 

 

④調査票の担当評価 

●実績 計画の活動指標に対する令和３年度の実績を記入しました。 

 

●令和３年度担当課評価 

各担当課が事業の実績に基づき、次の基準で自己評価をしました。 

Ａ：７５％以上  事業内容に対し、十分な効果があった（十分達成している） 

Ｂ：５０～７４％ 事業内容に対し、一定の効果があった（ある程度達成している） 

Ｃ：２５～４９％ 事業内容に対し、あまり効果がなかった 

（達成が不十分であり、改善を要する） 

Ｄ：２４％以下  事業内容に対し、効果がなかった 

（達成にはほど遠く事業全般の見直しを要する） 

Ｅ：  ―    その他 

（事業終了や感染症の影響等により事業を実施しなかったなど） 

 

●令和３年度担当課評価コメント 

評価の根拠となった理由や課題、今後の取組方向及び改善策について具体的に記

入しました。 
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５.施策の実施状況 

基本目標Ⅰ：あらゆる分野における女性の参画拡大のための機会づくり 

施策の方向性 1 政策方針決定過程への女性の参画拡大 

№ 
事業名 

（担当課） 
活動指標 実績 

令和３年度 担当課評価 

評価 評価コメント 

1 

審議会等における

女性の登用促進 

（全課） 

①各種審議会

委員数 

②協力依頼実

施数 

①附属機関等委員（令和 3年 4月

1 日現在） 

全 55 機関総数 738 人 

（女性 196 人、男性 542 人） 

②2回 

附属機関等委員の改選時期等に

全庁掲示板を利用し全課に依頼

した。 

C 

女性委員が占める割合は、

令和 2 年度と比較しほぼ横

ばいであり今後も登用に向

けた周知啓発及び、女性が

活躍できる環境の整備が重

要である。 

2 
認定農業者の確保 

（農政課） 
認定農業者数 

法人を除く 262 経営体のうち、女

性の認定農業者数は 21 人 
B 

昨年度から全体では 1 経営

体(法人を除く)減少したも

のの、女性の認定農業者数

に増減はなかった。 

認定農業者の申請を受ける

際に、共同申請のメリット

について案内しており、今

後も、女性が認定農業者と

して参画できるよう、家族

経営協定の締結などの支援

をしていく。 

 
 
成果指標 

指標名 担当課 
目標値 

（令和７年度） 

実績 

令和２年度 令和３年度 

審議会等への女性委員の登

用率 

全課 

40.0% 26.5% 26.6% 

 （職務指定を除いた女性

委員の登用率） 
40.0% 32.9% 33.5% 

女性委員のいない審議会等

の解消 
0 10 9 
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基本目標Ⅰ： あらゆる分野における女性の参画拡大のための機会づくり 

施策の方向性２ 地域における男女共同参画の推進 

№ 
事業名 

（担当課） 
活動指標 実績 

令和３年度 担当課評価 

評価 評価コメント 

3 

区・自治会・町内会

等運営活動促進事

業 

（市民協働課） 

区・自治会等

の代表者の女

性割合 

女性割合 5.2％ 

286 人 

（女性 15 人、男性 271 人） 

C 

区・自治会等の代表者の選出基

準は各団体に委ねられており、

女性人数に増減はなかった。 

今後は代表者も含め女性役員

の増加に向けて周知・啓発して

いく。 

4 

自営業者への男女

共同参画社会への

理解と協力 

（商工課） 

事業実績 

勤労会館や行政資料室にポ

スターを掲出し、なりたお

仕事ナビを通じて、周知を

図った。 

B 

引き続き、ポスターの提出、チ

ラシの配布を適宜行うととも

に、なりたお仕事ナビにて周

知・啓発を図っていく。 

5 

家族経営協定の締

結 

（農政課） 

家族経営協定

締結数 
87 組 B 

令和 3年度は、新たに 3 組が魅

力的な農業経営を目指し、経営

方針や役割分担、就業環境など

について、家族間の話し合いに

基づき、協定が締結された。 

 
 
成果指標 

指標名 担当課 
目標値 

（令和７年度） 

実績 

令和２年度 令和３年度 

地域社会における男女の地位

が平等と感じる人の割合※ 
市民協働課 21.0% 19.6% - 

区・自治会等の代表者の女性

割合 
市民協働課 10.0% 5.2% 5.2% 

※実績については次期計画策定時に実施するアンケート調査で把握します。 
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基本目標Ⅰ：あらゆる分野における女性の参画拡大のための機会づくり 

施策の方向性３ 市による先導的な男女共同参画の推進 

№ 
事業名 

（担当課） 
活動指標 実績 

令和３年度 担当課評価 

評価 評価コメント 

6 

「成田市特定事業

主行動計画」に基

づく職場環境の整

備 

（人事課） 

①各役職段階に占め

る女性の割合 

②技術職及び消防職

の採用者に占める

女性の割合 

③時間外勤務時間数

（男女別） 

④育児休業取得者

数・取得率（男女

別） 

①係長級 23.7％ 

 課長補佐級 28.0％ 

 課長級 16.4％ 

 部長級 10.5％ 

②技術職 16.7％ 

 消防職 0.0％ 

③女性 14 時間（月） 

 男性 17 時間（月） 

④男性 30 人（63.8％） 

※年度内に新たに取得した人

数 

B 

「成田市特定事業主行

動計画」に基づき、各活

動指標の目標達成に向

けて職場環境の整備を

行った。 

7 

市役所の職場環境

の整備 

（人事課） 

事業実績 

育児や不妊治療に関する特別

休暇の新設及びハラスメント

防止に関する規定の見直しを

行い、広く職員へ周知するこ

とで職場環境の整備を図っ

た。 

A 

特別休暇の新設等を行

ったほか、仕事と家庭

生活を両立しやすい職

場の雰囲気や環境の整

備に努めた。 

8 

市女性職員の活

用・職域拡大等の

推進 

（人事課） 

事業実績 

女性活躍に関する研修を実施

したほか、外部研修機関へ積

極的に女性職員を派遣した。

また、性別に捉われず女性職

員の管理監督職員への登用を

積極的に行った。 

B 

性別や年齢にとらわれ

ることなく、職員へ多

様な研修機会を提供

し、また、能力や意欲等

を重視した人員配置に

努めた。 

9 

男女共同参画セン

ターの運営 

（市民協働課） 

使用人数 3,802 人 B 

広報なりた等に当セン

ターの利用案内の掲載

を行い、貸館業務とし

ての実績を伸ばすよう

努めた。 
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成果指標 

指標名 担当課 
目標値 

（令和７年度） 

実績 

令和２年度 令和３年度 

市職員の育児休業取得率 

人事課 

   

①女性 ①100％ ①100％ ①100％ 

②男性 ②30.0％ ②10.5％ ②63.8％ 

市職員の各役職段階に占める女性職

員の割合 

 

①係長級 ①40.0％ ①24.1％ ①23.7％ 

②課長補佐級 ②33.0％ ②27.5％ ②28.0％ 

③課長級 ③22.0％ ③12.5％ ③16.4％ 

④部長級 ④14.0％ ④9.1％ ④10.5％ 

男女共同参画センター使用人数 市民協働課 7,300 人 6,349 人 3,802 人 
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基本目標Ⅱ：あらゆるひとが仕事と家庭を両立できる環境づくり 

施策の方向性１ ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進 

№ 
事業名 

（担当課） 
活動指標 実績 

令和３年度 担当課評価 

評価 評価コメント 

10 

育児・介護休業制
度や各種休暇制度
の周知 
（商工課） 

事業実績 

勤労会館や行政資料室
にポスターの提出を行
うとともに、なりたお
仕事ナビを通じて、育
児休業・介護休業制度
について情報提供を行
った。 

B 

引き続き、男女を問わず、仕事や家

庭の両立を推進するとともに、結婚

や育児などにより、女性の働き方が

限定されないように、企業等に多様

な就業形態等に関する情報提供に

努めていく。 

11 

多様な就業形態等
に関する情報提供 
（商工課） 

事業実績 

なりたお仕事ナビを通
じて、働き方・休み方
改善のポータルサイト
など情報提供を行っ
た。 

B 

引き続き、結婚や育児などにより、

女性の働き方が限定されないよう

に、企業等に多様な就業形態等に関

する情報提供に努めていく。 

12 

事業所等へのワー
ク・ライフ・バラン
スの推進 
（商工課） 

事業実績 

勤労会館や行政資料室
にポスターの掲出を行
うとともに、なりたお
仕事ナビを通じて女性
就業支援全国展開事業
など情報提供を行っ
た。 

B 

男女問わず、仕事や家庭の両立を推

進し、ワーク・ライフ・バランスを

実現するため、引き続き、事業者等

に周知・啓発を行っていく。 

13 
休日保育事業 
（保育課） 

利用園児数 
年間延利用者数 
56 人 

A 

昨年度に比べ利用者が増加してい

る。就労形態の多様化に伴い、保育

ニーズも多様化が求められている

と考えられるので、今後も保護者へ

の周知を図っていく。 

14 

ファミリー・サポ
ート・センター事
業 
（子育て支援課） 

会員数・活
動回数 

556 人、151 回 B 

新型コロナウイルス感染症の影響

により、活動回数が少なくなってい

るが、仕事と育児の両立に大きな役

割を果たしている。 

15 

児童ホーム運営事
業 
（保育課） 

利用児童数 
年間延利用者数 
16,600 人 

A 

施設整備を推進することで定員の

増加と保育環境の向上を図った。ま

た、児童ホームの受け入れ人数が増

加したことにより、共働き世帯への

支援や女性の社会進出に寄与した。 

16 
一時保育運営事業 
（保育課） 

利用者数 
年間延利用者数 
5,891 人 

A 

以前と比べると新型コロナウイル

スの影響で利用者は減少している

が、緊急時の育児支援に貢献してい

る。 

17 

病児・病後児保育
の充実 
（子育て支援課） 

①利用者数 
②実施箇所
数 

①444 人 
②3か所 

B 

新型コロナウイルス感染症の影響

により、利用者数が減少したが、仕

事と育児の両立に大きな役割を果

たしている。 

18 

地域子育て支援セ
ンターの充実 
（子育て支援課） 

①利用者数 
②センター
数 

①42,395 人 
②8か所 

B 

新型コロナウイルス感染症の影響

により、利用者数が減少したが、仕

事と育児の両立に大きな役割を果

たしている。 
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成果指標 

指標名 担当課 
目標値 

（令和７年度） 

実績 

令和２年度 令和３年度 

保育園等の入所待ち児童数 

（待機児童含む） 
保育課 0 人 338 人 243 人 

児童ホーム待機児童数 保育課 0 人 110 人 86 人 

家事を「男女とも行う」割合※ 

市民協働課 

  

― 

①食事をつくる ①20.0％ ①14.6％ 

②洗濯・掃除 ②29.0％ ②24.7％ 

③子どもの世話 ③26.0％ ③18.5％ 

④学校行事への参加 ④23.0％ ④16.7％ 

⑤介護 ⑤11.0％ ⑤ 8.3％ 

※実績については次期計画策定時に実施するアンケート調査で把握します。 
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基本目標Ⅱ：あらゆるひとが仕事と家庭を両立できる環境づくり 

施策の方向性２ 女性のチャレンジ支援 

№ 
事業名 

（担当課） 
活動指標 実績 

令和３年度 担当課評価 

評価 評価コメント 

19 

再就職・起業

に関する情報

提供 

（商工課） 

①情報提供回数 

②講座参加者数 

(男女別) 

①1,598 件 

②19 人（女性のみ） 
B 

女性（子育て中の方を含む）を

対象に就労支援セミナーを開

催したほか市役所にマザーズ

コーナーを常設し、女性の雇

用機会の拡大と就業条件の向

上に貢献している。 

20 

女性・若者の就

業支援 

（商工課） 

①相談・セミナー開

催数 

②相談者数 

(男女別) 

③参加者数 

(男女別) 

①2回 

②3人 

（女性 2 人、男性 1人） 

③21 人 

（女性 11人、男性 10 人） 

B 

引き続き、関係機関と連携し

て女性や若者の就労セミナー

等を開催し、就労につなげて

いく。 

21 

就業技術援助

事業 

（商工課） 

①講習会開催数 

②参加者数 

(男女別) 

③資格取得者数 

（男女別） 

①2回 

②10 人 

（女性 9 人、男性 1人） 

③6人 

（女性 5 人、男性 1人） 

B 

開催する講習会には、多くの

女性が参加していただいてい

る。引き続き、当該講習会を開

催し、就労につながるよう努

めていく。 

22 
創業支援事業 

（商工課） 

①セミナー開催数 

②受講者数 

（男女別） 

①創業セミナー1回 

②14 人 

（女性 6 人、男性 8人） 

B 

セミナー開催などをはじめと

した創業支援を継続すること

で、女性進出を図り、男女共同

参画社会の形成に努める。 

 
 
成果指標 

指標名 担当課 
目標値 

（令和７年度） 

実績 

令和２年度 令和３年度 

マザーズコーナー利用者の就

職件数 
商工課 1,000 件 895 件 145 件 

女性の年齢別労働力率※ 

商工課 

   

①30～34 歳 75.0% 79.7% 

― ②35～39 歳 75.0% 78.0% 

③40～44 歳 80.0% 80.7% 

※女性の年齢別労働力率は令和 2 年国勢調査による数値です。 
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基本目標Ⅱ：あらゆるひとが仕事と家庭を両立できる環境づくり 

施策の方向性３ 雇用等における男女共同参画の推進 

№ 
事業名 

（担当課） 
活動指標 実績 

令和３年度 担当課評価 

評価 評価コメント 

23 

雇用の分野の法律や

制度に関する情報提

供 

（商工課） 

事業実績 

勤労会館や行政資料室にポ

スターの掲出を行うととも

に、ホームページやなりた

お仕事ナビを通じて、情報

提供を行った。 

B 

引き続き、雇用分野における

女性の活用を推進するため、

事業者に対し、雇用分野の法

律や制度について情報提供に

努めていく。 

24 

労働関係資料の収集

と提供 

（商工課） 

事業実績 

勤労会館や行政資料室にポ

スターの掲出を行うととも

に、ホームページやなりた

お仕事ナビを通じて、情報

提供を行った。 

B 

引き続き、ポスターの掲出を

行うとともに、広報誌やホー

ムページなどを通じて情報提

供に努めていく。 

25 

商工業団体との連

携・協力 

（商工課） 

事業実績 

会議等の機会が少なく、啓

発することができなかっ

た。 

B 

市内企業に対し、理解と協力

を求めるため、商工業団体と

連携を図る。 

26 

市内事業所等への男

女共同参画や女性の

職業生活における活

躍の推進に関する意

識啓発 

（商工課） 

事業実績 

勤労会館や行政資料室にポ

スターを掲示し、啓発を行

った。 

B 

引き続き、企業における、女性

活用の推進のため、周知・啓発

を図っていく。 

27 

「一般事業主行動計

画」の策定にかかる

理解と推進 

（商工課） 

事業実績 

勤労会館や行政資料室にポ

スターを掲出し、なりたお

仕事ナビを通じて、周知を

図った。 

B 

「一般事業主行動計画」を策

定し、基準を満たした企業が

申請を行うことにより、子育

てサポート企業として国の認

定を受けることができるた

め、引き続き情報の提供をし

ていく。 

 
 
成果指標 

指標名 担当課 
目標値 

（令和７年度） 

実績 

令和２年度 令和３年度 

職場における男女の地位が平

等と感じる人の割合※ 
市民協働課 28.0% 21.2% ― 

※実績については次期計画策定時に実施するアンケート調査で把握します。 
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基本目標Ⅲ：あらゆる暴力を許さない社会づくり 

施策の方向性１ あらゆる暴力の根絶のための意識啓発 

№ 
事業名 

（担当課） 
活動指標 実績 

令和３年度 担当課評価 

評価 評価コメント 

28 

男女共同参画・

ＤＶ防止・女性

の職業生活にお

ける活躍の推進

に関する情報提

供 

（市民協働課） 

①提供した情報

内容 

②提供回数・発

行部数 

③他の事業との

連携実績 

①男女共同参画センターの

利用についての啓発、性

の多様性についての記事

を掲載した。 

②広報啓発（男女共同参画

の視点 4 回、男女共同

参画週間、女性に対する

暴力週間、ホームページ

での啓発） 

③男女共同参画推進員と協

働し、情報誌さざなみを

作成。年 3回、各 4,500

部発行 

B 

広報、市ホームページ、情報誌

さざなみによる啓発は引き続

き進めるほかに、男女共同参画

センターのフリースペースの

活用や市のＳＮＳを利用した

情報のＰＲを目指す。 

29 

男女共同参画講

座開催事業 

（市民協働課） 

①講座開催数 

②参加者数（男

女別） 

③受講対象者を

考慮した講座の

開催実績 

①セミナー 4 回 

講演会 1 回 

②200 人 

（女性 156 人、 

男性 44 人） 

③対象者を考慮した講座

開催はなし 

B 

感染症対策により、参加人数を

絞っての開催となったが、講座

のテーマにより参加者の顕著

な増減がみられた。今後は市民

が興味を持つテーマを取り入

れつつ、男女共同参画の意識啓

発を進める。 

30 

地域防犯推進員

活動 

（交通防犯課） 

①推進員数 

（男女別） 

②街頭パトロー

ル実施地域、回

数 

①合計 139 人 

（一般公募内訳 

女性 21 人、男性 42 人、） 

②成田市全域、402 回 

A 

令和 3 年度は新型コロナウイ

ルスによる緊急事態宣言が発

令したことにより、8 月 24 日

から 9 月末までパトロール中

止を余儀なくされた。（10 月 1

日、1月 7日も天災により中止） 

しかし地域防犯推進員の積極

的なパトロールへの参加がみ

られ、特に一般公募において

は、パトロール希望調査票を送

付すると数日後には応募の回

答が殺到する状況であった。 

31 

ハラスメント防

止に関する意識

啓発 

（商工課） 

事業実績 

勤労会館や行政資料室に

ポスターの掲示、チラシの

配布を適宜行うことで啓

発に努めた。なりたお仕事

ナビで周知啓発を行った。 

B 

引き続き、ポスターの掲出、チ

ラシの配布を適宜行うととも

になりたお仕事ナビにて周知・

啓発を図っていく。 

32 

児童虐待を防ぐ

ための体制整備 

（子育て支援課） 

事業実績 

代表者会議 1 回 

実務者会議 4 回 

（うち 2 回は書面開催） 

個別支援会議 135 回 

A 

定例の代表者会議・実務者会議

に加え、個別の事案について関

係者が支援方針を検討する個

別支援会議を前年度より開催

することができた。 
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成果指標 

指標名 担当課 
目標値 

（令和７年度） 

実績 

令和２年度 令和３年度 

広報誌等を利用したＤＶ防止

に関する情報提供回数 
市民協働課 6 回 4 回 4 回 

 
 
 
基本目標Ⅲ：あらゆる暴力を許さない社会づくり 

施策の方向性２ 暴力に関する相談体制の整備・強化 

№ 
事業名 

（担当課） 
活動指標 実績 

令和３年度 担当課評価 

評価 評価コメント 

33 
各種相談業務 

（市民協働課） 

①相談開催回数 

②相談件数 

（男女別） 

③女性のための

相談開催回数 

④女性のための

相談件数 

①179 回 

②836 件 

（女性503件、男性332件、 

不明 1件） 

③245 回 

④166 件 

B 

ＤＶに悩む女性が必要とする

情報、支援を受けられるよう各

種相談窓口の周知と相談しや

すい環境の整備を進める。 

34 

家庭児童相談室

運営事業 

（子育て支援課） 

①相談件数 

②ＤＶ関係相談

件数 

①19,836 件 

②5件 
B 

相談件数は前年度に比べ減少

したが、子ども家庭総合支援拠

点による関係機関との連携に

よる早期発見が図れた効果と

も捉えられる。継続的な支援が

必要な家庭に対しては引き続

き相談等を行っていく。 

 
 
成果指標 

指標名 担当課 
目標値 

（令和７年度） 

実績 

令和２年度 令和３年度 

「女性のための相談」件数 市民協働課 190 回 155 件 166 件 

ＤＶの被害経験または加害経

験のある人の「相談した」割

合※ 

市民協働課 23.0％ 20.6% ― 

※実績については次期計画策定時に実施するアンケート調査で把握します。 
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基本目標Ⅲ：あらゆる暴力を許さない社会づくり 

施策の方向性３ 被害者の保護・自立支援 

№ 
事業名 

（担当課） 
活動指標 実績 

令和３年度 担当課評価 

評価 評価コメント 

35 

配偶者暴力等に

関する連携体制

の整備 

（市民協働課） 

①ＤＶ相談受

理・処理件数 

②ＤＶ対策連

絡会議実施回

数 

①101 件 

②2回 
B 

ＤＶ被害を訴える方への支援につ

いて関係機関と協力し、相談窓口

の案内や支援につながるよう努め

た。 

36 

被害女性等の保

護・自立支援 

（社会福祉課 

子育て支援課） 

①ＤＶ被害者

保護件数 

②自立支援件

数 

【社会福祉課】 

①0件 

②0件 

【子育て支援課】 

②1件 

B 

【社会福祉課】 

関係各課と連携し、被害女性等の

今後の生活に関する相談等の支援

を行ったが、被害女性等の保護及

び生活保護の申請には至らなかっ

た。 

【子育て支援課】 

母子生活支援施設への入所に関し

ては、希望しない家庭もあった。

自立に向けた支援を併せて行って

いく。 

37 

住宅確保の支援

事業 

（社会福祉課 

子育て支援課 

建築住宅課） 

事業実績 

【社会福祉課】 

被害女性等の今後の生活

に関する相談等の支援を

行ったが、被害女性等の保

護及び住宅入居の相談に

は至らなかった。 

【子育て支援課】 

当課にて相談を受け付け

た人に対し、住居に関する

支援先へつなげた。 

【建築住宅課】 

入居希望者の困窮度判定

に際し、判定要素の一つで

ある「生活事情」の中でＤ

Ｖ被害者を考慮した。 

B 

【社会福祉課】 

被害女性等の今後の生活に関する

相談等の支援を行ったが、被害女

性等の保護及び住宅入居の相談に

は至らなかった。 

【子育て支援課】 

母子生活支援施設退所後の住まい

については施設支援員が相談を受

けている。また、相談者へは暮ら

しサポート成田や市営・県営住宅

等の案内を行っている。 

【建築住宅課】 

引き続き、入居申込時の困窮度判

定の際に、ＤＶ被害者を考慮し、

住宅確保の支援に努めていく。 

38 

消防業務等の支

援 

（消防総務課） 

女性消防吏員

数 
女性消防吏員数 10 人 B 

職員採用情報を各近隣学校へ配付
する際に女性消防職員活躍推進パ
ンフレット等を同封し、女性の受
験者数増を図った。 
令和 3 年度職員採用試験において
は女性 1 名が受験し、2 次試験ま
で残ったが、採用には至らなかっ
た。 

39 

犯罪被害者等へ

の支援 

（交通防犯課） 

事業実績 

研修への参加で知識を深

めると共に相談者へ犯罪

被害者支援センターや警

察署からの情報を提供す

るなど精神的被害等の軽

減を図るため適切な対応

に努めた。 

成田市犯罪被害者等支援

金支給実績 

傷害支援金 1件 10 万円 

A 

支援金制度については、犯罪被害

者支援センターや警察署と連携

し、犯罪被害者に対し適切に周知

した。 
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成果指標 

指標名 担当課 
目標値 

（令和７年度） 

実績 

令和２年度 令和３年度 

DV 対策連絡会議の実施 市民協働課 2 回 1 回 2 回 

 
 
基本目標Ⅳ：あらゆるひとが生涯を通じて安全・安心を実感できる地域づくり 

施策の方向性１ 生涯を通じた男女の健康支援 

№ 
事業名 

（担当課） 
活動指標 実績 

令和３年度 担当課評価 

評価 評価コメント 

40 

健康づくり推

進事業 

（健康増進課）

講演会・教室

参加者数 

(男女別) 

・健康・福祉まつり来場者

数 

0 人（R3 年度中止） 

・健康づくり講演会参加

者 40 人 

（女性 15 人、男性 15 人 

※Zoom での開催であった

ため、アンケートの無回答

者 10 人については男女別

が把握できず） 

・健康と栄養の教室 

実人数 10 人（女性） 

延人数 55 人（女性） 

B 

健康と栄養の教室は地区保健推進

員の研修会であり、推進員が女性の

みの状態である。 

地区保健推進員については活動の

あり方を随時見直し、検討する（男

性の参画）必要がある。 

感染拡大の影響により、講演会参加

者や地区保健推進員の活動回数は

減少しているが、地区保健推進員の

活動については一部再開できたた

め、一定の効果があったと考える。 

41 

薬物乱用等の

予防に関する

情報提供 

（健康増進課）

事業実績 
実績 0回 

（薬物乱用防止の啓発） 
E 

千葉県の薬物乱用防止指導員に本市

より男性 4名、女性 9 名が委嘱され

ている。 

例年、健康・福祉まつりにおいて指

導員により男女を問わず来場者への

啓発活動を行っているが、R3 年度は

新型コロナウイルス感染症の感染拡

大のため健康・福祉まつりが中止と

なり啓発活動を行うことができなか

った。 

42 

妊娠・出産な

どに関する情

報提供 

（健康増進課）

事業実績 

・835 冊 

・修了者 65 人 

受講者 156 人 

A 

母子手帳発行数は少子化の影響に

より年々減少傾向であるが、妊婦に

対して妊娠出産に関する情報提供

や喫煙等に関する知識の周知を行

うことができた。 

43 

妊産婦への理

解と協力 

（健康増進課）

事業実績 
マタニティマーク配布数 

828 個 
A 

母子手帳申請者全員に対してマタ

ニティマークの配布を行うことが

できた。 
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№ 
事業名 

（担当課） 
活動指標 実績 

令和３年度 担当課評価 

評価 評価コメント 

44 
母子保健事業 

（健康増進課）

①母子健康手

帳交付数 

②母親学級参

加者数 

③健診・相談等

参加者数 

④「パパママク

ラス」開催を含

む個別相談数 

⑤「パパママク

ラス」参加者数

(続柄・男女別) 

⑥子育て広場

での育児相談

相談者数 

⑦離乳食相談

会回数と人数 

①835 冊 

②修了者 65 人、 

受講者 156 人 

③4か月赤ちゃん相談 

554 人 

10 か月赤ちゃん相談  

461 人 

1.6 歳健診 831 人 

3 歳児健診 955 人 

⑤270 人 

（妊婦 135 人、夫 135 人） 

⑥15 人 

⑦離乳食相談会 

12 回、104 人 

B 

コロナ禍であったが、感染対策を取

りながら各種母子保健事業を実施

することができた。来所による参加

ができない母親に対しては、電話や

訪問などで個別対応した。 

45 
成人保健事業 

（健康増進課）

教室等参加者

数 

健康教育 

117 回、1,495 人 

こころの健康相談 

18 回、36 人 

一般健康相談 

4 回、13 人 

歯科健康相談 

6 回、7人 

電話健康相談 

（栄養 17 件、歯科 45 件、 

一般[保健師］1,616 件） 

B 

男女問わず健康づくりに取り組む

ための機会を提供することができ

た。 

また、オンラインを活用するなど感

染対策を講じた実施体制を整えな

がら実施を継続することで、健康に

関する相談体制の充実に努めた。 

感染症の拡大による影響で、電話健

康相談の件数が増加した。 

46 

一般健康診査

事業 

（健康増進課）

受診割合 

（男女別） 

女性 3.0％ 

（受検者 543 人、 

対象者 18,037 人） 

男性 0.7％ 

（受検者 125 人、 

対象者 19,069 人） 

※成田市独自の健康診査 

※地域保健・健康増進事業

報告に合わせ、対象者は18

～39歳及び、生活保護法に

よる被保護者又は健康保

険未加入者とする。 

B 

一般健診は対象年齢が 40 歳未満と

若く、受検者の約8割は女性だった。 

生涯を通じた心身の健康の保持・増

進に寄与したと考える。 

また、40 歳以上の生活保護法による

被保護者の受診数が徐々に増えて

きている。 
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№ 
事業名 

（担当課） 
活動指標 実績 

令和３年度 担当課評価 

評価 評価コメント 

47 
訪問指導事業 

（健康増進課） 

訪問者数 

(男女別) 

保健師訪問指導数 

・母子訪問者数 実人数 199 人、 

延人数 225 人 

（男女別に分別不可のため子どもの訪

問数） 

・成人訪問者数 

実人数 7 人（女性）、 

延人数 7 人（女性） 

合計  実人数 206 人、延人数 232 人 

 

訪問歯科指導数 

女性 23 人 218 回、男性 20 人 110 回 

栄養士訪問指導 

実人数 2 人、 

延人数 8 人(男女別に分別不可） 

A 

母子保健関連の訪問が

多く、口腔衛生の保持を

希望する対象者への歯

科訪問による生活の質

の向上に寄与したと考

える。効果的な訪問を行

うため、相談件数や内容

の把握に努め、対象者の

見直しに努める。 

48 

結核・がん検診

事業 

（健康増進課） 

受診割合 

（男女別） 

胃がん検診（胃内視鏡検査） 

：住基 40 歳以上の男女（住基 50 歳以

上の男女） 

女性 5.5％ 

（対象者 37,076 人、受診者 2,039 人） 

男性 3.8％ 

（対象者 36,412 人、受診者 1,368 人） 

大腸がん検診 

：住基 40 歳以上の男女 

女性 16.4％ 

（対象者 37,076 人、受診者 6,253 人） 

男性 10.3％ 

（対象者 36,412 人、受診者 3,747 人） 

肺がん検診 

：住基 40 歳以上の男女 

女性 18.3％ 

（対象者 37,076 人、受診者 6,770 人） 

男性 11.9％ 

（対象者 36,412 人、受診者 4,336 人） 

乳がん検診 

：住基 30 歳以上の女性 

女性 10.2％ 

（対象者 45,784 人、受診者 4,687 人） 

子宮頸がん検診 

：住基 20 歳以上の女性 

女性 14.1％ 

（対象者 54,368人、受診者4,514人） 

A 

女性を対象としている

乳がん検診と子宮頸が

ん検診の受診勧奨をし

たことにより、令和 3年

度の乳がん検診及び子

宮頸がん検診について

は、受診数がコロナ禍前

よりも増加した。その他

の検診については、感染

症の拡大とともに、コロ

ナ禍前に比べ受診者数

が減少傾向であり、継続

して受診勧奨が必要で

あると考える。 

49 

医療相談ほっ

とライン 

（健康増進課） 

相談件数 

（男女別） 

9,434 件 

（女性 6,124 件、男性 3,310 件） 
B 

特に女性からの相談が

多く、全体の約 65%が女

性からの相談であった。 

また、乳幼児に対する相

談が全体の約1割を占め

ており、子育てなどの悩

みの解消に役立てられ

ている。 
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№ 
事業名 

（担当課） 
活動指標 実績 

令和３年度 担当課評価 

評価 評価コメント 

50 

介護予防普及

啓発事業 

（介護保険課） 

教室参加

者数(男女

別) 

開催回数 52 回  

参加者数 女性 31 人、男性 4人 
B 

女性参加者数が男性参加者数

と比較し約 8 倍と多い傾向で

あるため、男性参加者からの関

心も得られるような事業も検

討していく。 

51 

各種大会教室

開催事業 

（スポーツ振

興課） 

各種スポ

ーツ大会

等の参加

者数 

1,221 人 

（女性 514 人 男性 707 人） 
B 

新型コロナウイルスの影響に

より定員を制限したことから

参加者数は少ないが、性別や年

代を問わず参加できるスポー

ツイベントを実施することが

できた。 

今後は参加者数の男女比が半

数に近づくよう引き続き女性

の参加促進に努める。 

52 

特定不妊・不育

治療助成事業 

（健康増進課） 

助成延件

数 

・特定不妊治療費助成 

実件数 99 件、 

延件数 174 件 

助成額 13,087 千円 

・不育症等治療費 

実件数 1 件 

助成額 66 千円 

A 

特定不妊治療費助成について

は、申請者数が増加傾向にあ

り、少子化対策に資する事業と

なっている。 

 

 
成果指標 

指標名 担当課 
目標値 

（令和７年度） 

実績 

令和２年度 令和３年度 

一般健康診査受診率 健康増進課 4.8% 2.2% 1.8% 
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基本目標Ⅳ：あらゆるひとが生涯を通じて安全・安心を実感できる地域づくり 

施策の方向性２ 誰もが安心して暮らせる環境整備 

№ 
事業名 

（担当課） 
活動指標 実績 

令和３年度 担当課評価 

評価 評価コメント 

53 

ひとり親家庭

の自立促進事

業 

（社会福祉課） 

①生活保護受

給者数 

(男女別) 

②内ひとり親

家庭数 

(男女別) 

③自立世帯

（家庭）数 

①1,188 人 

（女性 527 人、男性 661 人）

②40 世帯 

（母子 37 世帯、父子 3世帯）

③9世帯 

（母子 9 世帯、父子 0 世帯）

A 

生活保護を受けている母子世

帯等の自立に向け、自立支援

プログラムや個別のケースワ

ークを通じ、適切に支援が行

われた。 

54 

ひとり親家庭

への相談体制

の充実 

（子育て支援課）

①ひとり親家

庭数（男女

別） 

②相談回数・利

用者数（男女

別） 

③自立者数 

(男女別） 

①1,283 世帯 

（母子家庭 1,204 世帯、 

父子家庭 79 世帯） 

②延相談回数 255 回 

（女性 240 回、男性 15 回） 

③不明（自立支援はしてい

るが、把握が困難） 

B 

令和 2年度の母子・父子自立支

援員の専任を契機に相談件数

は、増加している。個々のニー

ズに合わせた支援を行うが、

自身のキャリアアップや子供

の修学資金に関する相談が主

であり、利用者のほとんどが

女性であった。 

55 

ひとり親家庭

の保育園、児童

ホームへの入

所の配慮 

（子育て支援課）

ひとり親家庭

の入所世帯数 

保育園 334 世帯 

（母子 316 世帯、 

父子 18 世帯） 

児童ホーム 194 世帯 

（母子 181 世帯、 

父子 13 世帯） 

B 

ひとり親世帯の子育て支援に

配慮した入所を例年に引き続

き行ったことにより、ひとり

親が安心して就業や求職活

動、職業訓練を行うことがで

きるようになった。 

56 

ひとり親家庭

への経済的支

援 

（子育て支援課）

支給者数 
祝金 85 件 

医療費助成 23,716 件 
A 

令和 2年 11 月から、医療費助

成の制度が変更となったこと

に伴い、延件数が大きく増加

した。 

57 

ユニバーサル

デザインやノ

ーマライゼー

ションの理念

に基づく環境

整備 

（社会福祉課 

障がい者福祉

課、 

介護保険課、 

高齢者福祉課） 

事業実績 

【社会福祉課】 

照会等のとりまとめ担当課

であり、担当事業はなし。 

【障がい者福祉課】 

障がい者相談センターや地

域活動支援センターを設

置、運営している。 

【介護保険課】 

高齢者の様々な相談に対応

するため、地域包括支援セ

ンターを市内 7 か所に設置

している。 

A 

【社会福祉課】 

照会等のとりまとめ担当課で

あり、担当事業はなし。 

【障がい者福祉課】 

各種福祉サービスの相談、申

請を受付けており、自立した

生活が送れるよう支援を行っ

た。 

【介護保険課】 

地域包括支援センターの設置

により、高齢者等が自立して

その人らしく地域で暮らすこ

とができるよう、男女の区別

なく支援できている。 

58 

社会参加事業 

（高齢者福祉

課） 

①活動回数 

②参加者数 

(男女別) 

①50 回 

②291 人 

（女性 190 人、男性 101 人） 

B 

活動団体の内容により男女比

は変動するが、前年度に比べ

て参加者数の内、女性の割合

が増加した。 

59 

地域包括支援

センターの整

備・充実 

（介護保険課） 

相談件数 14,739 件 A 

コロナ禍であったが、感染防

止に配慮し、男女の区別なく

相談・支援を行った。 
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№ 
事業名 

（担当課） 
活動指標 実績 

令和３年度 担当課評価 

評価 評価コメント 

60 

障がいのある

ひとへの地域

生活支援事業 

（障がい者福

祉課） 

利用者数 

ホームヘルプ 

延人数   1,310 人 

ショートステイ 

延人数    342 人 

デイサービス 

延人数    363 人 

補装具     159 人 

日常生活用具  266 人 

A 

各種福祉サービスの相談、申

請を受付けており、自立した

生活が送れるよう支援を行っ

た。 

61 

地域介護予防

活動支援事業 

（介護保険課） 

事業実績 

あおぞら：地域介護予防活

動支援事業 

開催回数 23 回 

ボランティアの数 

実人数  68 人 

(男性 6人、女性 62 人） 

延人数  251 人 

参加者数 

実人数  162 人 

(男性 14 人、女性 148 人） 

延人数 255 人 

B 

新型コロナウイルス感染症拡

大防止のため、開催を中止に

する月もあったが、ボランテ

ィアと相談し、対応できる範

囲内で活動を行った。男女比

については、現状 9割が女性で

あるため、男性も参加しやす

い内容や体制等を検討してい

く。 

 
 
成果指標 

指標名 担当課 
目標値 

（令和７年度） 

実績 

令和２年度 令和３年度 

母子・父子自立支援員相談回

数 
子育て支援課 375 回 101 回 175 回 

シルバー人材センター会員数 高齢者福祉課 550 人 478 人 479 人 
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基本目標Ⅳ：あらゆるひとが生涯を通じて安全・安心を実感できる地域づくり 

施策の方向性３ 防災分野における男女共同参画の推進 

№ 
事業名 

（担当課） 
活動指標 実績 

令和３年度 担当課評価 

評価 評価コメント 

62 

男女共同参画

の視点を取り

入れた防災対

策の啓発 

（危機管理

課） 

避難所運営委員

会における女性

役員の登用に向

けた啓発回数 

7 回 B 

市内 13 の避難所運営委員会のうち、

会議が開催された 7つの避難所運営委

員会については、女性の視点からの災

害対応の必要性について啓発を行うこ

とができた。今後は新型コロナウイル

ス感染症の影響により、開催を見合わ

せている避難所運営委員会に対して

も、同様の啓発を行っていく。 

63 

消防・防災活動

における女性

の活躍推進 

（消防総務課） 

女性消防団員数 

女性消防吏員数 

女性消防団員数 

31 人 
B 

女性消防団員の加入促進については、

国際医療福祉大学にて説明会を実施

し、3 名の学生が入団した。 

また、出初式において、女性消防団員

が式典のナレーションを担当した。 

 
 
成果指標 

指標名 担当課 
目標値 

（令和７年度） 

実績 

令和２年度 令和３年度 

避難所運営委員会における女

性役員登用に向けた啓発回数 
危機管理課 14 回 7 回 7 回 
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基本目標Ⅴ：あらゆるひとの人権を尊重する男女共同参画に向けた意識づくり 

施策の方向性１ 男女共同参画に関する意識・理解の浸透 

№ 
事業名 

（担当課） 
活動指標 実績 

令和３年度 担当課評価 

評価 評価コメント 

64 

男女共同参画・

ＤＶ防止・女性

の職業生活にお

ける活躍の推進

に関する情報提

供【再掲】 

（市民協働課） 

①提供した情

報内容 

②提供回数・

発行部数 

③他の事業と

の連携実績 

①男女共同参画センターの

利用についての啓発、性

の多様性についての記事

を掲載した。 

②広報啓発（男女共同参画

の視点 4 回、男女共同

参画週間、女性に対する

暴力週間、ホームページ

での啓発） 

③男女共同参画推進員と協

働し、情報誌さざなみを

作成。年 3回、各 4,500

部発行 

B 

広報、市ホームページ、情報誌

さざなみによる啓発は引き続き

進めるほかに、男女共同参画セ

ンターのフリースペースの活用

や市のＳＮＳを利用した情報の

ＰＲを目指す。 

65 

男女共同参画講

座開催事業【再

掲】 

（市民協働課） 

①講座開催数 

②参加者数 

（男女別） 

③受講対象者

を考慮した

講座の開催

実績 

①セミナー4 回、 

講演会 1 回 

②200 人 

（女性 156 人、男性 44 人） 

③対象者を考慮した講座

開催はなし 

B 

感染症対策により、参加人数を

絞っての開催となったが、講座

のテーマにより参加者の顕著

な増減がみられた。今後は市民

が興味を持つテーマを取り入

れつつ、男女共同参画の意識啓

発を進める。 

66 

講座教室等開催

事業 

（公民館） 

①講座開催数 

②延べ参加者

数(男女別) 

※男女共同参

画に関連した

講座 

①2講座 

②女性 113 人 

男性 0人 

（女性を対象とした講座

のため） 

C 

女性活躍支援事業として「ナイ

トヨガ入門教室」「健康のため

のバレエストレッチ教室」を実

施した。 

男女共同参画社会について学

ぶ目的の講座を増やしていく。 

67 
法制度等の周知 

（市民協働課） 

①提供した情

報内容 

②提供回数 

①男女共同参画週間、女性

に対する暴力をなくす

運動、第 4次成田市男女

共同参画計画 

②広報なりた 4 回、情報誌

さざなみ 3回 

B 

広報、市ホームページ、情報誌

さざなみによる啓発は引き続

き進めるほかに、男女共同参画

センターのフリースペースの

活用や市のＳＮＳを利用した

情報のＰＲを目指す。 

 
 
成果指標 

指標名 担当課 
目標値 

（令和７年度） 

実績 

令和２年度 令和３年度 

「男は仕事、女は家庭」とい

う考え方に同感する人の割合 
市民協働課 4.0% 5.8% ― 

家庭の中での男女の地位が平

等と感じる人の割合 
市民協働課 34.0% 29.3% ― 

※実績については次期計画策定時に実施するアンケート調査で把握します。 
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基本目標Ⅴ：あらゆるひとの人権を尊重する男女共同参画に向けた意識づくり 

施策の方向性２ 一人ひとりを大切にする教育・学習の推進 

№ 
事業名 

（担当課） 
活動指標 実績 

令和３年度 担当課評価 

評価 評価コメント 

68 

キャリア教育の

充実 

（教育指導課） 

事業実績 

職場体験学習については

実施できなかったが、地

域の方による職業人講話

などの機会を設定して健

全な勤労観を育成し、働

くことの目的と意義につ

いて自ら気付くよう支援

した。 

教員を対象に年に 3回、

各学校の進路・キャリア

教育担当が参加する、情

報交換や研修の場を設け

ている。体験入学や説明

会などに積極的に参加さ

せるとともに目的や将来

の希望、また自身の特長

や適性を視野に入れた進

路選択に向けての支援に

ついて指導した。 

また、キャリアパスポー

トの理念について研修す

るとともに基本の型を提

示し、各学校によって自

由にカスタマイズできる

ようにした。 

B 

職業人講話は、様々な職種が

相互に関係して社会が成り立

っていること、職に対しての

個人の適性などを学ぶことが

でき、支えあって社会が形成

されていることを学ぶ良い機

会となった。 

また、仕事に対する興味・関

心を高めることにもつなげる

ことができた。 

キャリアパスポート作成の際

に、生徒同士で対話すること

で、キャリアに対する考え方

を深めることができるよう、

支援について研修した。 

さらに対話による支援の方法

について研修を進めていく必

要がある。 

69 

家庭科教育の充

実 

（教育指導課） 

授業時間数 

実施時間：20 時間 

小学校高学年で家庭生活

と家族の大切さや家族の

協力など、家庭の機能につ

いて学習し、家族の一員と

して自覚と責任を持つと

ともに自己の自立、将来の

目標を持って前向きに生

活していくことの重要性

について理解を深めた。 

また、中学 3 年生で、幼児

とのふれあいを通して家

族との協力を体験し家庭

や家族の機能の重要性や

人間関係の在り方につい

て学習した。 

さらに、道徳においても家

庭科と関連させ、家族愛や

家庭生活・性別と役割につ

いて学習を行った。 

B 

家庭の機能について学習を進

めていく中で自己の成長を自

覚し、自立を促すとともに目標

を持つことによって将来の展

望が広がる。 

将来を前向きに考えることが、

家族を支え家族の一員として

の自覚と責任につながってい

くことをねらいとしている。 

これからも継続的に家庭科教

育の充実をさせていく。 
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№ 
事業名 

（担当課） 
活動指標 実績 

令和３年度 担当課評価 

評価 評価コメント 

70 

男女共同参画を

推進する教育・

学習の充実 

（教育指導課） 

事業実績 

性的マイノリティに関する

講演会の紹介、子どもの人

権に関する啓発等を各校に

周知した（年間計 4回）。 

また、人権研修会にて教員

に向けた研修の中で担当教

員に周知したことが、各校

での推進の一助となった。 

B 

理由のない性差による区別に

ついて、市内各校の校則の見直

しとともに、特に中学校におい

て意識が変革しつつある。髪型

や制服等の見直しをする中で、

その背景に目を向けることの

重要性を伝えていく必要があ

る。 

71 
情報教育の推進 

（教育指導課） 
事業実績 

1 人 1 台端末が導入され、情

報モラルの授業を児童・生

徒の実態に合わせて各校で

実施した。 

他者への影響を考え、人権、

知的財産権など自他の権利

を尊重し、情報社会での行

動に責任を持つことや、危

険回避など情報を正しく安

全に利用できるように指導

した。 

B 

情報モラル教育に関する学習

において、情報通信ネットワー

ク上のルールやマナーを学習

することを通して、個人の尊

厳、男女平等に関する教育の充

実につなげることができた。Ｓ

ＮＳによるトラブルは低年齢

化しているため、小学校低学年

からの系統立った取り組みが

必要となってきており、継続的

に支援するための研修体制を

構築する必要がある。 

72 

教育相談事業 

（教育指導課・

生涯学習課） 

相談件数 

【教育指導課】 

教育センター（保護者、教職

員に対する支援を行う）の

公認心理師による相談件数 

・延件数 116 件、 

相談回数 189 回 

小中学生の不登校等で悩ん

でいる保護者等に対し相談

活動を行った。 

 

教育支援センター（不登校

児童生徒に対する支援を行

う）の公認心理師による相

談件数 

・延件数 246 件、 

相談回数 348 回 

 

指導主事の相談回数 

延件数 110 回 

不登校等で悩んでいる子ど

も及び保護者に対し、相談

活動を行った。 

 

＊性別は母親からの相談が

ほとんどである。状況によ

り両親が来所し、相談する

ケースもある。 

 

【生涯学習課】 

教育相談受理件数：189 件 

B 

【教育指導課】 

公認心理師に相談するケース

の多くは母親である。両親で相

談に来所するケースも少数で

はあるが増えてきている。 

父親だけで積極的に相談に来

るというケースは依然として

少ない。電話相談においても男

性からの相談は少なく依然と

して、母親が子育ての中心とな

っている状況が伺える。 

仕事の都合等により、父親が来

所し、相談する時間が確保でき

ない、また難しいということが

予想される。母親 1人に任せる

のではなく母親から相談があ

った際に父親の考えも聞かせ

ていただきたい旨を伝えるな

どして、父親を巻き込んでい

く。 

 

【生涯学習課】 

特定保護者からの相談が連日

あり、相談件数は前年より増加

した。 

相談者の心の状態が落ち着き、

子どもたちが健やかに育つよ

う今後も相談者に寄り添って

いく。 
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№ 
事業名 

（担当課） 
活動指標 実績 

令和３年度 担当課評価 

評価 評価コメント 

73 

思春期の児童・

生徒の悩みに対

する支援事業 

（教育指導課） 

事業実績 

実施回数 2 回 

いじめや不登校、問題行動

等心の問題を抱える児童生

徒に対応する教職員や適応

指導教室の指導員の支援に

向け、学校や適応指導教室

に公認心理師やスーパーバ

イザーを派遣した。 

B 

公認心理師からアセスメント

してもらうことで、今後の支援

の方向性をはっきりさせるこ

とができ、児童生徒、その家庭

への的確な支援ができた。 

適応指導教室の指導員は全員

女性であり、女性のスーパーバ

イザーからの指導助言はとて

も有効であったが複雑で多様

化する悩みを抱える児童生徒

を対応するためには、さまざま

な角度からの指導助言が不可

欠であり、派遣する専門家の領

域を広げていく。 

74 

教職員研修の充

実 

（教育指導課） 

人権教育に関

する研修実施

数 

実施回数 3 回 

研修会では、学校生活の中

での性別による区別を扱

い、男女関係なく役割を考

えたり、児童生徒の主体性

を生かす重要性について話

し合い、男女共同参画に対

する意識を深めるきっかけ

づくりを行った。 

B 

人権研修については各校で確

実に実施されているため、資料

について更なる共有が図れる

ように、ＩＣＴを活用して推進

していく。 

75 

個性を生かす教

育推進事業 

（学務課） 

配置教員数 

令和 3年度採用者 49人のう

ち女性は 38 人で、全体の

77.6％を占めている。 

A 

職務の性質上、学校現場での勤

務に適しているかという観点

で非常勤講師を採用している。

保健室運営支援としての健康

推進教員については、12 人すべ

て女性を雇用した。 

76 

講座教室等開催

事業 

（公民館） 

①講座開催数 

②参加者数 

(親子別・男女

別) 

①6講座 

②男性 158 人、女性 169 人 
B 

青少年教育事業などで親子対

象の事業を 6事業実施した。 

今後も事業の充実を図ってい

く。 

77 

生涯学習講演会

開催 

（生涯学習課） 

①講演会開催

数 

②参加者数 

①1回 

②119 人 
B 

第 2回の講演会を2月に予定し

ていたが、新型コロナウイルス

感染症の影響により中止した。

今後も市民の生涯学習推進の

ため、事業の充実を図ってい

く。 

 

  



 

29 

 

成果指標 

指標名 担当課 
目標値 

（令和７年度） 

実績 

令和２年度 令和３年度 

学校教育の場で男女の地位が平等になっ

ていると感じる人の割合 

（市民アンケート調査） 

市民協働課 64.0% 57.3% - 

学校の中で男女の立場が平等になってい

ると感じる人の割合 

（中学生アンケート調査） 

市民協働課 65.0% 58.3% - 

※実績については次期計画策定時に実施するアンケート調査で把握します。 
 
 
基本目標Ⅴ：あらゆるひとの人権を尊重する男女共同参画に向けた意識づくり 

施策の方向性３ 多様性を尊重する意識づくり 

№ 
事業名 

（担当課） 
活動指標 実績 

令和３年度 担当課評価 

評価 評価コメント 

78 

外国人相談の充

実 

（市民協働課） 

外国人相談件数

(言語別) 

外国人総合相談件数

289 件 

日本語 70 件、 

英語 80 件、 

中国語 10 件、 

スペイン語 121 件、 

タガログ語 2件、 

ベトナム語 2件、 

ネパール語 1件、 

その他の言語 3 件 

A 

令和 2年 10 月に外国人総合相談

窓口を開設し、英語、スペイン

語が堪能な相談員の対応、及び

多言語に対応したタブレットの

活用により、窓口の充実を図っ

た。 

相談会の案内を広報なりたに掲

載し、転入セットに相談会のち

らしを封入するなどして周知を

行い、相談件数は前年度より増

加した。 

79 

外国人住民との

交流活動の充実 

（文化国際課） 

外国人交流イベ

ントの参加者数 
53 人 B 

新型コロナウイルス感染症の影

響により、中止となった事業が多

い中、国際交流協会で新たに 3つ

の講座と韓国語、日本語のサロン

を設けた。 

市と国際交流協会で国籍や性別

等を問わない事業を開催し、国際

交流に興味を持つ方々が参加し

た。 

80 

言語教室の開催 

（公民館・市民

協働課） 

①教室開催数 

②参加者数 

(男女別) 

【公民館】 

①0事業 

②0人 

【市民協働課】 

①12 回 

②76 人 

B 

【公民館】 

新型コロナウイルス感染症の影

響により、令和 3 年度は関連事業

が一切実施できなかった。 

【市民協働課】 

参加者数は近年増加傾向にある

ことから、引き続き事業を継続し

ていく。 

81 

国際市民フェス

ティバルの開催 

（文化国際課） 

参加者数 0 人 E 

令和 3年度については、新型コロ

ナウイルス感染症感染拡大防止

のため、事業を中止した。 

令和 5年度以降については、本事

業に代わる事業の実施について

検討している。 
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82 

国際理解教育の

推進 

（教育指導課） 

事業実績 

外国人英語講師45人を

雇用して市内全小中学

校及び義務教育学校に

配置した。 

学級担任や英語科担当

教員とともにチームテ

ィーチングで授業を行

った。 

A 

授業を中心とした国際理解教育

を通して、多様な文化や価値観へ

の理解を深めるとともに、児童生

徒が思いや考えを自分の言葉で

発信する経験を多く積むことが

できた。 

 
 
成果指標 

指標名 担当課 
目標値 

（令和７年度） 

実績 

令和２年度 令和３年度 

外国人交流イベント参加者数 

（国際交流協会） 
文化国際課 600 人 24 人 53 人 

国際市民フェスティバル参加者数 文化国際課 
令和 4 年度で

事業終了 
0 人 0 人 

 


